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時代変化とともに

県民の行政ニーズに

的確に対応する行政サービスを

公平に安定して供給し

最小の費用と環境負荷により

合理的な意思決定を持って

共有財産の負託に正当に応える

県有施設の経営管理活動を目指します。

青 森 県



県有施設の現況
県有施設とその管理の現況から、維持管理や新

たな改修費用が県財政を圧迫し始めています。

施設の一生にかかる費用を勘案しながら、維持

管理・更新等を全庁的な観点から効果的に行うこ

とが必要です。

建築物の企画構想から計画設計、建設、ＬＣＣ（ライフサイクルコスト）：

運用、解体廃棄段階までの一生にかかるコスト

ＦＭ導入推進事業の目的
は、行政サービスのファシリティマネジメント（ＦＭ）

向上に努めながらも、できる限り少ない経費で、

最適な施設の経営管理を行う手法です。

。ＦＭの本格的な導入に向けた取組を推進します

ＦＭの位置付け

財政改革プラン

（平成16～20年度）

Ⅴ 財政改革取組方針

投資的経費の削減1-3

ファシリティマネジメントなどの活用の

検討による生涯コストを勘案した事業

選択

今までの施設管理との違いは？

項目 今までの施設管理 ＦＭ

性格 現場管理的 経営戦略的

主な目的 維持保全 最適化・改革

管理視点 問題施設 全固定資産

対象時点 保有施設の現状 ﾗｲﾌｻｲｸﾙ・将来施設

（現在） （現在・未来）

関連知識 建築・不動産 建築・不動産・経営・

及び技術 財務・心理・環境・その

他（特に情報等）

担当組織 各部局・施設等 部局横断的

（単一） （複合）

出典：（社）日本ファシリティマネジメント推進協会資料

ＦＭの効果

ＦＭ導入推進事業の内容

もう始まっています！
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１０６億円増加

～昭和46以前 ⇒35年
～56年建築物 ⇒耐震改修65年
57年以降 ⇒80年の長寿命化

条件

財政負担シミュレーション（長寿命化を図った場合）

■施設の長寿命化：現状の35年→80年まで延長
☆削減効果 21億円／年

621億円／30年累計
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１ 施設情報システムの構築
●様々な施設情報の収集・蓄積・共有
●維持管理費等の比較分析による適正化

２ 標準仕様書と積算基準の作成
●業務委託の品質確保
●施設管理担当者の業務軽減

３ 契約発注方法の適正化と群管理
●競争入札への転換
●群管理の導入
（ ）複数業種や複数施設の同一業種を一括発注
●複数年契約の導入

４ 施設保全の業務支援
●施設保全マニュアルの整備
●コールセンターの設置

５ ＦＭ推進組織の基盤構築
●一元管理組織の設置（再編成）の検討
●総合調整権限と意思決定の明確化

６ 施設評価手法
●アカウンタビリティの向上

●施設運営の改善
●県民ニーズへの適応

７ 施設運営のアウトソーシング
●民間、ＮＰＯ等との協働による運営の検討
●戦略的なアウトソーシングの検討

８ 長寿命化と政策的減築
●老朽施設の耐久性向上
●ストック総量の抑制による適正規模の確保

９ 施設再生と用途転換
●機能更新、耐震補強等によるコスト縮減
●建設廃材・ＣＯ 排出量の低減2

●用途変更による有効利用と複合化

（試算例：改築との比較）

3,000m2規模の校舎で3億6千万円削減

●群管理や契約方法の見直し
近接する複数施設の維持管理業務の一括発注
清掃業務委託：約5,000万円削減
電話通話料金の契約方式の見直し
法人大口割引：約950万円削減見込み

●旧倉石養護学校の事例
県から村への譲渡に伴う養護学校から保育所、
子育て支援センターへの用途変更
県の解体費用：約4,000万円削減
村の整備費用：約1億5千万円削減

●県有施設の現況
延床面積：22%増①平成 2→12年度

維持管理・修繕費：25%増

棟数：約4,000棟②平成12年度現在

延床面積：約200万m2

施設の約半分以上が築後③平成22年度推定

30年以上（老朽化・更新期）

●管理の現況
①標準的な管理運営の方法や水準が示されてい

ない

②専門知識を有する職員が配置されていない

③統轄する組織・部門が設置されていない

ＦＭ導入推進事業の目標

維持管理業務委託費の10%削減
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～昭和46以前 ⇒順次解体処分

～56年建築物 ⇒耐震改修65年
57年以降 ⇒80年の長寿命化

財政負担シミュレーション（長寿命化＋総量抑制を図った場合）

■施設の長寿命化：現状の35年→80年まで延長
■総量抑制：昭和46年以前の3分の1の11万㎡を解体処分
削減効果 33億円／年

268億円／30年累計
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　　　県有施設棟数　　　　うち老朽棟数（築後30年以上）
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　（ 棟 ） 県有施設棟数と老朽棟数の推移
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県有施設の一生にかかる費用（ＬＣＣ）の構成

,,
保全費

（運転・点検

等）, 21.5%

その他,
 2 .4% 建設費,

15.9%

改修・修繕
費, 29.0%運用費（水道

光熱費等）,
31.2%

※中規模事務庁舎のＬＣＣ

出典：（社）建築・設備維持保全協会資料を編集




